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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

第２四半期連結
累計期間

第55期
第２四半期連結
累計期間

第54期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） 4,862,2084,139,9268,784,992

経常利益又は経常損失（△）　（千

円）
△198,085 73,809△214,836

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△） （千円）
△233,276 54,465△259,261

四半期包括利益又は包括利益　（千

円）
△273,055 32,244△288,826

純資産額（千円） 3,761,0193,777,3743,745,164

総資産額（千円） 7,918,4476,972,1786,828,545

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△15.42 3.60 △17.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 47.5 54.2 54.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△433,878△435,328 665,094

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
118,829 78,575 302,553

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△100,258△50,034△550,528

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
1,737,6232,151,9902,566,130

　

回次
第54期

第２四半期連結
会計期間

第55期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

△0.36 7.74

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第54期第２四半期連結累計期間及び第54期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　４．第55期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　　　　５．第54期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、当社グループは前連結会計年度において売上高87億８千４百万円、営業損失１億７千１百万円、経常損失２億

１千４百万円、当期純損失２億５千９百万円を計上し、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる状況が存在

します。

　なお、当該状況を解消・改善するための対応策につきましては、後述の「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析（8）重要事象等について」をご参照下さい。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災による甚大な

被害をはじめ、福島原子力発電所の事故及びこれに続く節電対策等により、企業活動に著しい影響を与えると

ともに、円高の進行や個人消費の低迷など厳しい環境の中、全般的に低調に推移しました。

　当社グループにおきましては、今回の震災により被災された顧客もあり、受注が遅れる、もしくは納期が遅延

するなど一部営業活動に支障をきたす事象も発生致しました。

　そのような環境下、当社グループは、業績回復を最優先課題として掲げ、高収益案件の受注及び新規顧客案件

の増加に日々努めるとともに、システムソリューション事業の強化、映像配信・ストリーミング技術の拡充、ク

ラウドサービスへの参入、高機能部品の開発及び特殊部材の販売強化、人材のグローバル化とマネジメント力

の強化等の戦略に基づき、経営資源を集中した事業運営に努めております。

　

　この結果、当第２四半期連結累計期間におきましては、売上高は41億３千９百万円（前年同四半期比 14.9%

減）となりました。損益面につきましては、営業利益８千４百万円（前年同四半期は１億８千８百万円の営業

損失）、経常利益７千３百万円（前年同四半期は１億９千８百万円の経常損失）となり、特別損失として退職

給付制度終了損１千４百万円を計上した結果、四半期純利益５千４百万円（前年同四半期は２億３千３百万円

の四半期純損失）となりました。 

　

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

　システムソリューションにおきましては、大学官公庁向けシステムが減少し、売上高は14億３千７百万円（前

年同四半期比 19.6%減）、営業損失は３千３百万円（前年同四半期は１億２千３百万円の営業損失）となりま

した。

　ネットワークソリューションにおきましては、映像配信システムが好調に推移し、売上高は９億３千万円（前

年同四半期比 78.6%増）、営業利益は９千８百万円（前年同四半期は５千万円の営業損失）となりました。

　また、電子部品及び機器におきましては、携帯端末用液晶ドライバIC及び海外における電子部品販売が減少

し、売上高は17億７千１百万円（前年同四半期比 30.6%減）となりましたが、高収益案件の受注に努めた結果、

営業利益は１千９百万円（前年同四半期は１千４百万円の営業損失）となりました。

　

　なお、セグメント間取引については、相殺消去しております。
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　(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より４億１千４百万円減少し

て、21億５千１百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において４億３千５百万円の減少（前年同四半期は４億３千３百万円の減少）

となりました。これは、主に売上債権の増加によるものであります。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において７千８百万円の増加（前年同四半期は１億１千８百万円の増加）とな

りました。これは、主に差入保証金の回収によるものであります。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において５千万円の減少（前年同四半期は１億円の減少）となりました。これ

は、主に短期借入金の返済によるものであります。

　

　(3) 財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における資産の合計は69億７千２百万円（前連結会計年度末比１億４千３百万

円増加）となりました。これは主に受取手形及び売掛金が５億２千２百万円増加し、現金及び預金が４億１千

４百万円減少したことによります。

　負債の合計は31億９千４百万円（前連結会計年度末比１億１千１百万円増加）となりました。これは主に支

払手形及び買掛金が６千９百万円増加したことによります。

　純資産の合計は37億７千７百万円（前連結会計年度末比３千２百万円増加）となりました。これは主に５千

４百万円の四半期純利益の計上によります。　

　

　(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

　(6) 資本の財源及び資金状況の流動性についての分析

① 資金需要

当社グループの運転資金需要のうち、主なものは、商品の購入及び人件費、賃借料等によるものであります。

 

② 資本の財源

当社グループにおける増加運転資金につきましては、内部資金及び金融機関からの借入等によって調達して

おります。なお、運転資金の安定的及び効率的な調達を行うため、親会社におきまして金融機関との間に借入枠

を設定しております。

 

③ キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの分析につきましては、上記(2)キャッシュ・フローの状況に記載しているとおりであ

ります。  

 

　(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、社会変革を先取りした発想と先端技術で、お客様のニーズに対応したソリューションを提

供し、高度情報化社会へ貢献するとともに、その活動にあたっては、法令遵守、経営資源の有効活用と収益性向

上により企業価値を高めていくこと、並びに環境マネジメントシステム国際規格「ISO14001」の認証（審査登

録）を受け、地球環境保全に積極的に取り組むことを、経営の基本方針としております。IT業界に位置する当社

グル－プは、産業構造、市場、技術、販売手法等あらゆる面での急激かつ大きな変化に直面するものと認識して

おり、これに備え外部環境に左右されない企業体質作りに努めるとともに、当社グループ独自の付加価値を生

み出す新規製品の市場投入を行い、事業の拡大を図る所存であります。
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　(8) 重要事象等について

当社グループは、前連結会計年度において売上高87億８千４百万円、営業損失１億７千１百万円、経常損失２

億１千４百万円、当期純損失２億５千９百万円を計上し、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる状

況が存在しております。

しかし、当社グループの自己資本比率は54.2％であり、今後の運転資金ついては十分な資金を確保しており

ます。

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、商品の購入及び人件費、賃借料等によるものであります。人

件費、賃借料等につきましては、前連結会計年度において１億３千４百万円の削減を行い、当第２四半期連結累

計期間におきましても引き続き削減努力を推進した結果、前年同期間比では、１億５千７百万円減少しており

ます。また、商品の購入に関しては、粗利益の高い取引に注力し、収益力の回復に取組んでまいりました。この結

果、当第２四半期累計期間においては、営業利益８千４百万円、経常利益７千３百万円、四半期純利益５千４百

万円を計上しております。

従いまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められませんので、継続企業の前提に関する注記

は記載しておりません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成23年11月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,514,721 15,514,721
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式

単元株式数500株　

計 15,514,721　　　　　　　　 15,514,721 －　 －

 　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年７月１日～　

平成23年９月30日　
－　 15,514,721 －　 3,426,916 －　 615,043
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　石　川　理　香 　東京都杉並区 1,308 8.43

　石　川　道　子 　東京都杉並区 532 3.43

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 466 3.00

　明治安田生命保険相互会社 　東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 465 3.00

　キヤノンマーケティングジャパ

　ン株式会社
　東京都港区港南２丁目16番６号 420 2.70

　カシオ計算機株式会社 　東京都渋谷区本町１丁目６番２号 420 2.70

　ＯＫＩセミコンダクタ株式会社 　東京都八王子市東浅川町550番地１ 420 2.70

　石　川　経 　東京都杉並区 415 2.67

　石　川　忠　造 　東京都杉並区 378 2.43

　青　柳　勝　栄 　東京都杉並区 276 1.78

計 － 5,103 32.89

　（注）１.　当社は上記のほか、自己株式389,206株を所有しております。

　　　　２.　ＯＫＩセミコンダクタ株式会社は、平成23年10月１日付でラピスセミコンダクタ株式会社に商号変更しておりま

す。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 389,000 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数500株　

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,988,000 29,976 同上

単元未満株式 普通株式 137,721 － 同上

発行済株式総数 15,514,721 － －

総株主の議決権 － 29,976 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式が206株含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　理経
東京都新宿区西新

宿１丁目26番２号
389,000     － 389,000 2.50

計 － 389,000     － 389,000 2.50

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,066,130 2,651,990

受取手形及び売掛金 1,656,920 2,179,383

商品及び製品 190,666 338,338

未収入金 788,266 770,838

その他 468,613 460,515

貸倒引当金 △535,440 △537,002

流動資産合計 5,635,158 5,864,063

固定資産

有形固定資産 456,239 470,401

無形固定資産 5,696 6,972

投資その他の資産 731,450 630,740

固定資産合計 1,193,387 1,108,115

資産合計 6,828,545 6,972,178

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,462,689 1,532,126

短期借入金 750,000 700,000

未払法人税等 16,333 11,505

その他 384,603 485,770

流動負債合計 2,613,626 2,729,403

固定負債

退職給付引当金 297,135 201,751

その他 172,618 263,650

固定負債合計 469,754 465,401

負債合計 3,083,381 3,194,804

純資産の部

株主資本

資本金 3,426,916 3,426,916

資本剰余金 850,663 615,043

利益剰余金 △294,653 △4,568

自己株式 △111,324 △111,359

株主資本合計 3,871,601 3,926,032

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,326 △5,421

繰延ヘッジ損益 △2,225 △1,274

土地再評価差額金 △11,613 △11,613

為替換算調整勘定 △113,924 △130,348

その他の包括利益累計額合計 △126,436 △148,658

純資産合計 3,745,164 3,777,374

負債純資産合計 6,828,545 6,972,178
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 4,862,208 4,139,926

売上原価 3,954,144 3,116,208

売上総利益 908,063 1,023,717

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 527,850 461,349

退職給付費用 28,563 29,205

役員退職慰労引当金繰入額 4,575 －

その他 535,483 448,607

販売費及び一般管理費合計 1,096,472 939,162

営業利益又は営業損失（△） △188,409 84,554

営業外収益

受取配当金 704 777

受取賃貸料 1,179 933

その他 5,007 1,746

営業外収益合計 6,891 3,457

営業外費用

支払利息 10,629 7,231

為替差損 3,681 4,448

その他 2,256 2,523

営業外費用合計 16,567 14,203

経常利益又は経常損失（△） △198,085 73,809

特別利益

固定資産売却益 206 179

特別利益合計 206 179

特別損失

固定資産除却損 146 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 30,224 －

退職給付制度終了損 － 14,952

特別損失合計 30,370 14,952

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△228,249 59,036

法人税、住民税及び事業税 5,000 4,570

法人税等調整額 26 －

法人税等合計 5,027 4,570

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△233,276 54,465

四半期純利益又は四半期純損失（△） △233,276 54,465
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△233,276 54,465

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △5,809 △6,747

繰延ヘッジ損益 △333 951

為替換算調整勘定 △33,634 △16,424

その他の包括利益合計 △39,778 △22,221

四半期包括利益 △273,055 32,244

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △273,055 32,244

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△228,249 59,036

減価償却費 19,104 18,452

受取利息及び受取配当金 △1,646 △1,048

支払利息 10,629 7,231

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 30,224 －

退職給付制度終了損 － 14,952

売上債権の増減額（△は増加） △594,571 △541,390

たな卸資産の増減額（△は増加） △86,023 △157,611

前渡金の増減額（△は増加） △92,530 △73,432

その他の流動資産の増減額（△は増加） 88,264 72,707

仕入債務の増減額（△は減少） △4,045 76,373

その他の流動負債の増減額（△は減少） 298,491 73,674

その他 144,806 27,886

小計 △415,547 △423,167

利息及び配当金の受取額 1,810 1,049

利息の支払額 △10,318 △7,172

法人税等の支払額 △9,823 △6,037

営業活動によるキャッシュ・フロー △433,878 △435,328

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △20,448 △11,494

有形固定資産の売却による収入 － 179

無形固定資産の取得による支出 － △2,050

保険積立金の積立による支出 △2,727 △2,442

保険積立金の払戻による収入 40,321 －

差入保証金の差入による支出 △364 △1,170

差入保証金の回収による収入 2,048 111,785

定期預金の預入による支出 － △500,000

定期預金の払戻による収入 100,000 500,000

その他 － △16,232

投資活動によるキャッシュ・フロー 118,829 78,575

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 △50,000

自己株式の純増減額（△は増加） △51 △34

配当金の支払額 △206 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △100,258 △50,034

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,862 △7,353

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △425,168 △414,140

現金及び現金同等物の期首残高 2,162,792 2,566,130

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,737,623

※
 2,151,990
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

（退職給付制度間の移行等に関する会計処理の適用）

　当社は、平成23年７月１日より現行の適格年金制度を廃止し、確定拠出年金制度及び退職一時金制度へ移行することに

より、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用し、確定拠出年金制度等へ

の移行部分については退職給付制度の一部の終了の処理を行っております。

　本制度移行に伴う影響額は、特別損失として14,952千円計上しております。　

　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

 ※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 ※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年９月30日現在） 　（平成23年９月30日現在）

現金及び預金勘定 2,337,623千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△600,000千円

現金及び現金同等物 1,737,623千円

 

現金及び預金勘定 2,651,990千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△500,000千円

現金及び現金同等物 2,151,990千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　　

　 　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注）

システムソ
リューション

ネットワー
クソリュー
ション

電子部品及び
機器

売上高       

外部顧客への売上

高
1,788,477521,324  2,552,4054,862,208 － 4,862,208

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

2,720 40,381 187 43,288△43,288 －

計 1,791,198561,7052,552,592　 4,905,497△43,288 4,862,208

セグメント損失(△) △123,715　 △50,576　 △14,116　 △188,409 － △188,409

（注）セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　　

　 　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注）

システムソ
リューション

ネットワー
クソリュー
ション

電子部品及び
機器

売上高       

外部顧客への売上

高
1,437,755930,976  1,771,1944,139,926 － 4,139,926

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

1,784 33,981 756 36,522△36,522 －

計 1,439,539964,9581,771,950　 4,176,448△36,522 4,139,926

セグメント利益又は

損失(△)
△33,398 98,15519,798　 84,554 － 84,554

（注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 　
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△15円42銭 3円60銭

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（千円）
△233,276 54,465

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（千円）
△233,276 54,465

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,127 15,125

（注）１．  前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．　当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　      該当事項はありません。

 

２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　理経(E02699)

四半期報告書

17/18



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月10日

株式会社理経

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古谷　伸太郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　裕司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社理経の平成

23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社理経及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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